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令和３年６月定例会 文教厚生委員会

令和３年６月24日（木）

〔委員会の概要 保健福祉部関係〕

大塚委員長

ただいまから，文教厚生委員会を開会いたします。（16時57分）

直ちに，議事に入ります。

これより，保健福祉部関係の調査を行います。

この際，保健福祉部関係の追加提出予定議案について，理事者側から説明を願うととも

に，報告事項があればこれを受けることといたします。

【提出予定議案】（説明資料（その２））

○ 議案第19号 令和３年度徳島県一般会計補正予算（第５号）

【報告事項】

なし

伊藤保健福祉部長

明日25日の本会議に追加提出を予定しております保健福祉部関係の一般会計補正予算の

うち，先議分につきまして御説明申し上げます。

お手元に御配付の文教厚生委員会説明資料（その２）の１ページをお開きください。

一般会計予算の歳入歳出予算総括表でございます。

国保・自立支援課において補正予算をお願いしております。表の一番下の行，左から３

列目にございます補正額の欄を御覧ください。

今回，補正予算額は4,000万円の増額補正をお願いしており，その右隣の計欄にありま

す補正後の予算総額は1,002億8,307万8,000円となっております。

また，補正額の財源につきましては，右の財源内訳欄に括弧書きで記載しているとおり

でございます。

２ページをお願いいたします。

課別主要事項，国保・自立支援課でございます。

社会福祉総務費の摘要欄①のア，（ア）の新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支

援金支給事業の4,000万円は，生活福祉資金貸付制度の特例貸付を御利用できない世帯に

対し，国が新たに創設した新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金を速やかに交

付できるよう，県が実施する町村分の所要額4,000万円を補正するものであり，７月１日

の申請受付開始に向け先議をお願いするものです。

６月定例会の提出予定案件の説明は，以上でございます。

報告事項はございません。

よろしく御審議賜りますよう，お願い申し上げます。

大塚委員長
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以上で説明は終わりました。

これより質疑に入りますが，質疑につきましては追加提出予定議案に関連する質疑にと

どめたいと思いますので，御協力をよろしくお願いいたします。

また，先ほど開会された議会運営委員会において，追加提出される予定の議案第19号に

ついては，本日の委員会で十分審議の上，明日の本会議においては委員会付託を省略して

議決することが決定いたしておりますので，よろしくお願いいたします。

それでは，質疑をどうぞ。

岡委員

ただいま御説明いただきました事業について，もう少し詳しく内容のほうを御説明いた

だきたいと思います。

金丸国保・自立支援課長

岡委員から，新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業の概要について

の御質問を頂きました。

新型コロナウイルス感染症の影響によりまして，生活に困窮されております世帯に対し

ましては，これまで緊急小口資金等の特例貸付などによります支援策を実施してまいりま

した。

しかしながら，新型コロナウイルス感染症が長期化する中で，既に生活福祉資金貸付制

度における総合支援資金の再貸付が終了するなどによりまして，特例貸付を利用できない

世帯が存在しておりますことから，この度，国において，こうした世帯に対しまして就労

による自立などを図るために，新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金制度が創

設されたところでございます。

支給対象といたしましては，総合支援資金の再貸付を終了した世帯でございますとか，

再貸付について不承認とされた世帯のうち，収入，資産，あるいは求職活動等の要件を満

たす世帯となってございます。

事業の実施主体といたしましては，都道府県，市及び福祉事務所を設置する市町村，い

わゆる福祉事務所設置自治体とされておりますことから，県におきましては，福祉事務所

を設置しております８市を除く16町村分について支給事務を実施することとしておりま

す。

岡委員

８市は除いての16町村ですね。

（「はい」と言う者あり）

予算額は一応4,000万円ということになっているんですけれども，この積算の根拠につ

いてと，どれくらいの方が対象になってくるのか，お聞きしたいと思います。

金丸国保・自立支援課長

岡委員から，給付対象世帯の見込み数，あるいは4,000万円の積算根拠についての御質

問でございます。
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本県におきましては，先ほど申しましたとおり，16町村分について本年８月末時点の見

込みで特例貸付の再貸付の終了する方，それから再貸付の不承認となった方が合わせて約

80人。また，今後，再貸付の申請がなされる可能性のございます特例貸付の延長利用の終

了者等につきまして，こちらも約80人と見込んでおりまして，これに１割程度の上乗せを

行い合計で175人というふうに算定しているところでございます。

この内訳といたしましては，国から示されております住居確保給付金の世帯人数構成を

参考に算出をいたしたところでございまして，単身世帯は105世帯，二人世帯を35世帯，

三人以上世帯を35世帯として設定させていただいております。

また，支給額につきましては，月額で単身世帯は６万円，二人世帯は８万円，三人以上

世帯は10万円。また，支給期間は３か月としているところでございまして，支給金の予算

額につきましては，3,780万円に事務費を含めまして4,000万円で計上させていただいてい

るところでございます。

岡委員

８市がのいているということなので，人口的にはかなり少なくなってくるのか。16町村

で人口ってどれくらいなんですか。分からないですか。

175人って人ですよね，世帯ではなくて。人っていうのが結構少ないのでは。

（「世帯です」と言う者あり）

175世帯というのがどれぐらいなのか，はっきり分からない。人数の絞り込みを掛け過

ぎているようなことがあるのではないかなというような印象を少し受けるんですけれど

も，その点についてはどのような考えでしょうか。

金丸国保・自立支援課長

岡委員から，見込み数が少ないのではないかとの御質問を頂戴しております。

本県におけます当該事業の実施主体につきましては県と市でありまして，福祉事務所を

設置しております徳島市をはじめとする８市につきましては，各市でそれぞれ事業を運営

するというふうな制度設計になっているところでございます。

県におきましては，福祉事務所を持たない16町村分の予算を計上させていただいている

というところでございまして，８市分が入っておりませんので予算額が少なく見えるかも

しれませんが，予算額につきましては本年８月末時点の給付対象世帯となる見込み数に１

割程度の上乗せをさせていただいているところでございます。

この８市につきましては，各市でそれぞれ予算計上を行いまして適正に事業が運営され

るものというふうに考えるところでございまして，対象となります方に支援の手が届いて

いないということがないように，県全体で着実に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

岡委員

８市については各市で予算措置をしてもらって，これも当然国から出るでしょうが，事

業を実施するというようなことで御説明いただきました。

各市における予算措置の状況であったりというのが把握できているのであれば，お聞か
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せいただきたいと思います。

金丸国保・自立支援課長

岡委員から，県内８市の状況について御質問を頂きました。

県内各市の状況でございます。現在，阿南市と吉野川市を除く６市につきまして確認が

取れているところでございまして，６市の合計で申し上げますと，支援対象見込み数とし

ては約900世帯，支給額は約１億9,700万円になると伺っているところでございます。

これに先ほど申しました県が支給事務を行う16町村分を合わせますと，阿南市と吉野川

市の２市分を除いた数値にはなりますが，世帯数といたしましては約1100世帯，予算額と

しては約２億3,500万円になると考えてございます。

岡委員

詳しい数字は分からなくていいんですけれども，今出てきている６市で大体900世帯と

いうので，大体の６市の内訳というのはどれくらいか。900世帯のうち，例えば徳島市が

どれくらいとか，そういった数字が把握できているのであれば教えてください。

金丸国保・自立支援課長

岡委員から，６市の内訳についての御質問でございます。

徳島市が800世帯，鳴門市が80世帯，小松島市が13世帯，阿波市が15世帯，美馬市が５

世帯，三好市が５世帯とお伺いしております。

岡委員

ほとんどが徳島市ですね。

（「はい」と言う者あり）

了解しました。

この２市に対しても，事業実施は当然していただけるものと思いますけれども，再度

しっかりと共に実施していきましょうということで御確認いただきたいと思います。

事業を実施するに当たっての給付金の対象となる方，恐らく本人も理解していただいて

いるんでしょうけれども，着実に御利用いただく必要というのは絶対あると思います。そ

のために，制度の周知であったり広報というのが何よりも重要であると思うんですけれど

も，どのように周知していくとお考えなのか，お伺いしたいと思います。

金丸国保・自立支援課長

岡委員から，周知広報についての御質問を頂きました。

まず，国においての取組でございますが，厚生労働省のホームページをはじめといたし

まして様々な媒体を通じて制度紹介の広報を行いますとともに，新たに本支援金の相談窓

口となりますコールセンターを設置しておりまして，これが６月14日から運用開始されて

いるという状況でございます。

県におきましても，県のホームページへの掲載，また制度周知用のパンフレットにつき

まして東部保健福祉局でございますとか，南部・西部総合県民局，また社会福祉協議会へ
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の設置，それから県社会福祉協議会と連携をいたしまして，再貸付が終了した方等に対し

まして郵送による案内などによります周知を図りまして，支援が必要な方に情報が着実に

届けられるように取り組んでまいりたいと考えております。

岡委員

ホームページとかパンフレットというのは，どうしても目にするかどうか分かりません

けれど，県がある程度把握している方々には郵送で通知が行くというようなことなので，

これは非常に手厚くというか，しっかりと周知ができるのではないかなと思います。漏れ

がないようにしっかりと周知していただきたい。

それから，新型コロナウイルス感染症の経済的な影響というのは，本当に大きな影響が

出ていると思います。家計の収入が減ったところで生活費を切り詰めるために食事回数を

減らす，あと生理の貧困と言われるような生理用品が買えない方が出てきているというよ

うなことも報道ではよく目にしますし，耳にすることも非常に多くなってまいりました。

この事業をしっかりと円滑に進めていただいて，日々の生活に苦しんでおられる方に必

要な支援がしっかりと届けられるように取り組んでいただくことを要望いたしまして，質

問を終わりたいと思います。

浪越委員

私のほうからも，この給付金についてです。

これは生活福祉資金貸付制度の特例貸付の再貸付が終了した方，また再貸付が不承認と

なった方が対象とのことですが，支給要件はどのようになられているのか，お聞きいたし

ます。

金丸国保・自立支援課長

浪越委員から，新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業に係ります支

給要件についての御質問でございます。

支給要件といたしましては，３点要件がございます。

まず，１点目でございますが，当該申請者の月額の収入額につきまして市町村民税均等

割が非課税となる基準額と，生活保護の住宅扶助基準額の合計額を超えない額であるこ

と。

２点目でございますが，当該申請者の資産につきまして，申請世帯におけます月額の収

入合計額が市町村民税均等割が非課税となる基準額の６倍以下であること。

３点目といたしまして，今後の生活の自立に向けての要件といたしまして，ハローワー

クに求職の申込みをし，誠実かつ熱心に求職活動を行うこと。あるいは就労による自立が

困難であり，この給付終了後の生活の維持が困難と見込まれる場合には生活保護の申請を

行うこと。このいずれかの活動を行うこととされているところでございます。

浪越委員

今，答弁で聞かせていただきました支給要件に合致しない方は，多分支給対象とならな

いというお答えだと思いますが，この給付金は生活福祉資金貸付制度の特例貸付の活用が
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前提となっていると思われます。

そもそも当初の申請で不承認となった方がいる，再貸付まで至っていない方もいると推

測いたしますが，このような本給付金を活用できない方についても生活に困窮されない支

援が必要と思われますが，このような方々に対してはどのような対応をこれからなさって

いくのか，お伺いいたします。

金丸国保・自立支援課長

浪越委員から，本支援金を活用できない方に対する支援策についての御質問でございま

す。

この度の自立支援金につきましては，生活福祉資金の特例貸付をこれまで利用された方

であって，再貸付は終了しているといった理由から，これ以上利用できない方の生活再建

に対する支援といたしまして支給するものでございます。

この制度につきましては，単に給付金を支給するということが目的ではございません

で，申請された方の就労等につながるよう支援を行うというものでございまして，自立に

向けた取組が重要であると考えているところでございます。

こうしたことを踏まえまして，本給付金を利用できない皆様に対しましても，社会福祉

協議会等の関係機関との緊密な連携を図りながら，生活困窮者自立支援事業におけます自

立に向けた相談事業の実施でございますとか，住居確保給付金などの各支援制度の紹介，

また就労が困難な方に対しましては生活保護制度の利用の案内など，申請された方が自立

した生活を送ることができますよう，しっかりと取り組んでまいりたいというふうに考え

ております。

浪越委員

自立に向けた様々な推進も含めて，生活保護制度の利用の案内を進められるみたいでご

ざいますが，全国的に生活保護受給者も増加しているとの報道がございます。

これは，新型コロナウイルス感染症の影響の長期化により，生活保護制度についてもよ

り利用しやすい運用が重要と考えますが，この点について現状はどのようにお考えなの

か，お伺いいたします。

金丸国保・自立支援課長

浪越委員から，生活保護制度の運用についての御質問でございます。

生活保護制度につきましては，利用し得る資産でございますとか，能力などを全て活用

いたしましても生活に困窮するといわれる方に対しまして，困窮の程度に応じて必要な保

護を行うことによりまして，健康で文化的な最低限度の生活を保証いたしますとともに，

自立を助長することを目的とするものでございます。

この度のコロナ禍におきましては，生活保護の弾力的な運用について，国からも数次に

わたりまして事務連絡が発出されているところでございまして，例えば一時的な収入の減

少のために保護が必要な方の保有する通勤用自動車につきましてはその処分を保留するこ

とができることですとか，また扶養の照会に当たりましては，音信不通期間が従来は20年

程度であったものが10年程度に短縮され，またＤＶから逃れてきた母子におきましてはそ
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の配偶者が扶養照会の対象外となるなど，より利用しやすい運用が図られているところで

ございます。

今後とも，生活に困窮する方が安心して利用できますよう，保護の実施機関をはじめと

いたしまして関係機関との連携を更に深めまして，必要な支援が対象となる方に的確に届

きますよう取り組んでまいりたいと考えております。

浪越委員

先ほど世帯数のお話もあったように，今のコロナ禍において課題も含めて分析を今以上

にしていただきまして，それに対して望まれるべき状態というのは，生活保護世帯も含め

様々な人たちがこの予算の執行をスピーディーにしていただいて，受け取ることによって

少しでも安心・安全の気持ちにつながっていけるかと思いますので，その点も含めまして

取り組んでいただくことを要望して，質問を終わります。

西沢委員

支給できる要件について３項目ありましたね。もう一遍言ってください。

金丸国保・自立支援課長

西沢委員から，本支援金の支給要件について御質問でございます。

支給要件につきましては，先ほど述べました３項目がございまして，まず１点目でござ

いますが，当該申請者の方の月額の収入額につきまして市町村民税の均等割が非課税とな

る基準額というのがございます。それと，生活保護の住宅扶助基準額の合計額を超えない

ということがまず一つ条件としてございます。

西沢委員

私は余り税に詳しくないので分かりにくい。例でもいいから，具体的に分かりやすく

言ってもらえますか。

金丸国保・自立支援課長

先ほどの支給要件の具体例を申し上げます。

例えば，単身世帯で徳島市にお住まいの方につきましては，その市町村民税の非課税と

なる基準額が８万1,000円でございます。生活保護の住宅扶助基準額というのが２万9,000

円でございます。この足した額を下回る収入額というのが要件の一つになるということで

ございます。

２点目でございます。当該申請者の資産につきまして，申請世帯における月額の収入合

計額が，先ほど申しました市町村民税の均等割が非課税となる基準額，例えば徳島市の単

身世帯で申しますと８万1,000円，これの６倍以下であると。

（「年収がですか」と言う者あり）

資産です。貯金とかそういったものになります。

３点目といたしましては，今後の生活の自立に向けて取り組んでいくということが要件

となってございまして，まずはハローワークで求職活動を行うと，そういった求職活動が
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できないという方につきましては生活保護の申請を行うと，そのいずれかが要件となって

いるということでございます。

西沢委員

もらえる期間が３か月ですよね。だから，６万円，８万円，10万円，これが３か月とい

うことは，まずは３か月以内にやっていけるようにしなさいよということなのか。この３

か月を過ぎたら，また考えなければいけないとか，どっちを目指しているわけですか。

金丸国保・自立支援課長

西沢委員のほうから，この３か月という支給期間についての御質問でございます。

この自立支援金につきましては，基本的に一時的に給付をするというふうなものではご

ざいませんで，この支給決定者におかれて支給期間中に可能な限り就労による自立を図っ

ていただきたいということでございます。

まずは，この３か月間で就労によって収入が上がっていくというふうに取り組んでいた

だきたいという考えがまず一つございます。

支給終了後におきまして，なお困窮する場合，そういう方につきましては生活保護の活

用といったものを御案内してまいりたいと考えておるところでございます。

西沢委員

生活保護は幾らくらいですか。

金丸国保・自立支援課長

西沢委員のほうから，生活保護の支給額についての御質問でございます。

大塚委員長

小休します。（17時22分）

大塚委員長

再開します。（17時23分）

西沢委員

ハローワークに積極的に通ってくださいと，できるだけ仕事を見付けてくださいという

話が先ほどありましたように，今だんだんと仕事がなくなってきているのですよね。アル

バイトもなくなってきています。だから，生活に困窮する人が本当にまだまだ増えてくる

のではないかと思います。

そんな中で，各市町村，市よりも町村のほうが少ないというようなことも聞きますの

で，それで確かにやっていけるのですね。だから，その金額にしている。そうしたら，今

回の金額は一応３か月で終わりと，それまでに何とかしてちょうだいよと，できなかった

ら生活保護だという形ですね。それで同じぐらいの金額は出るという形になるわけです

ね。分かりました。
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達田委員

この制度は，緊急小口資金をまず借りて，その次に総合支援資金が一次，二次とありま

して，それを借りられた人，それと駄目だった人，それは含まれているわけですよね。

ところが，この総合支援資金そのものが最初の緊急小口資金を借りられていないと，次

の段階に行けていないわけなのです。私たちもずっとそれを指摘してきたのですけれど

も，理由が分からないままに貸してくれないという方が多かったわけなのです。

その一つは，緊急小口資金の段階で借りられなかった人，それが次に行けないわけです

から，そういうところが救済されるようにしていかなければいけないのではないかと。そ

れともう一つは，今，徳島市とかの数を言っていただいたのですが，この市町村の数にす

ごく格差がありますよね。それは人口が違うからというのもあると思うのですけれども，

５世帯とか15世帯とか，すごく少ないです。ということは，周知が元々できていなかった

のではないかと。

例えば，徳島市は割とこういう制度がありますよとお知らせして，そして受けましょう

という活動をしていた団体もありますので知っていた方が多いと。ところが，ほかの所は

そういうこともなかったので数が少ないと。

格差がすごくあると思うのですけれども，この点についてどのようにお考えでしょう

か。

蛯原保健福祉政策課長

生活福祉資金に関しまして，数点，御質問を頂いたところです。

まず，緊急小口資金の不承認の理由について御質問を頂いております。さきの委員会で

もいろいろ御議論があったお話となりますが，生活福祉資金貸付制度の特例貸付につきま

しては，基本的に市町村社会福祉協議会において窓口で丁寧な聞き取りを行います。審査

については，申請世帯の構成や職業の収入状況，それから極めて配慮を要するような情報

の下，実施主体において総合的に判断される形になっております。

不承認理由の開示のお話がありましたけれど，審査に係る情報全般について，社会福祉

協議会としては守秘義務を当然負っておるということですので，社会福祉協議会にお聞き

したところ，不承認の理由について開示するのは難しいとお聞きしているところでござい

ます。

それと，市町村ごとの不承認の数ですか。

達田委員

そもそも申請して借りられた方も借りられなかった方も，これは総合支援資金の場合で

しょう。

（「はい」と言う者あり）

総合支援資金の場合は借りられなかった方も，この要件に当てはめれば申請できますよ

ということでしょう。

（「そうです」と言う者あり）

ただ，数がすごい少ないので，申請した人がすごく少ないのは，周知がちゃんとできて
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いなかったのではないでしょうかということをお聞きしたのです。

蛯原保健福祉政策課長

すみません，緊急小口資金等の周知をこれまでどのように行ってきたかという御質問と

受け取らせていただいております。

これにつきましては，令和２年３月25日から受付が開始されておりまして，当初から県

ホームページ及び実施主体である県社会福祉協議会のホームページで周知を行う。それか

ら，窓口となる各市町村社会福祉協議会，市町村において広報紙の掲載やホームページ，

パンフレットの作成，地域の実情に合わせた周知に取り組んでおります。

また，県においては，その他の支援制度と併せて新型コロナウイルス感染症のポータル

サイトを作っておりますので，それを活用した情報発信の展開をしているところでござい

ます。

この生活福祉資金特例貸付につきましては，これまで何度か延長がされてきておりま

す。この間には総合支援資金の延長申請ができるとか，再貸付ができるとか，そういう制

度が組み入れられてきたところでございます。このように制度変更もかなりありましたの

で，社会福祉協議会についてはホームページで掲載，徳島新聞とかで広告を掲載，それか

ら期間延長についても広告を掲載，昨年になりますけれど，県でもＯＵＲ徳島に掲載する

など，様々な手法を使って周知徹底を図ってきているところでございます。

達田委員

貸付けにつきましては，厚生労働省のホームページを開けば動画もちゃんとあって，こ

ういうふうにしたら借りられるのですよと大変親切に教えてはくれているのです。

ただ，その動画をみんなが見て申請できるという，そういう方ばかりではないのです。

特に，生活に困窮している方がそういうのを見るかというと，非常に少なかったと思うの

です。私たちがスマートフォンを持っていって見せてあげたら，こんなのだったのかとい

う感じで，初めて知ったというような方もおいでました。

ですから，元々周知というのはちゃんと徹底していたのかなというのが一つ疑問にある

のですが，総合支援資金については申込みをして借りられなかった人がいました。そし

て，借りられた方も希望額よりずっと減らされて，なぜかと聞いても教えてくれないと。

借りられなかった理由も減らされた理由も教えてくれないのです。だから，どう直したら

いいのか分からないという，そういう制度だったのです。今お聞きした要件についても非

常に厳しいです。ですから，本当に借りたい方が借りられるかというと，私は疑問に思う

のです。

新型コロナウイルス感染症対策として貸付金をずっと延長してきて，これは非常に進ん

だ貸付金だったと思うのです。最初からこういう要件であれば返さなくていいですよと，

先に要件を言うような貸付金って今まではなかなかなかったと思うのです。非常に進んだ

ことをやってくれたのだけれども，新型コロナウイルス感染症対策としての生活福祉資金

はもうこれで打切りですよって言っているのだなと思えるのです。これがなかったら，も

う後は生活保護を申請してくださいよということになると思うのですけれども，その場合

はこの申請した人については，生活保護が非常に受けやすい状態になっているのかどうか
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というのも問題だと思うのです。

とにかく，なかなか受けさせてもらえない，窓口に行っても申請書ももらえないという

ような，そういう状態がずっと続いているわけですけれども，この申請をした方は引き続

き生活する上で，生活保護を申請したときに受けやすい状態にしていただけるのかどう

か，その点だけ伺っておきたいと思います。

金丸国保・自立支援課長

達田委員のほうから，この申請をされた方について，その後，生活保護の申請をした際

の取扱いについて御質問を頂きました。

今回の申請をされた方につきましては，先ほども申しましたとおり，まずはハローワー

ク等での求職活動を行っていただいて収入額を上げていただきたい，こういうふうなとこ

ろで取り組んでまいりたいと考えておるところでございまして，そういったことが難しい

方につきましては，生活保護の案内というものを流していって自立につなげてまいりたい

と考えておるところでございます。

今回この申請をしたことによって，生活保護の申請が受給しやすくなるのかどうかとい

うことにつきましては，これを申請した，申請しないに限らずその方の状況というものを

福祉事務所内のほうで丁寧にお聞きさせていただいた上で，そこは申請を可とするか否と

するかということについては丁寧に対応してまいりたいと考えてございます。そこは弾力

的な運用というものも国のほうからも示されているところでございまして，そういったこ

とも勘案しながら丁寧な対応に努めてまいりたいと考えておるところでございます。

達田委員

また引き続き議論する場があると思いますので，終わります。

西沢委員

前からちょっと考えているのだけれど，ハローワークに通っている方は大体働ける方が

行っていますよね。働けるのだから，国の施策が絡んでくるのだろうけれども，例えば農

業をやるとか，そういうような働ける人に働いてもらう場を作る。そして，ハローワーク

に行きながら，まずそこに行ってその間に探すということも国のほうにお願いしてやる

と，働ける人は働くと。

例えば，市町村とか県が準備した田畑の中で働いてもらって，その間に探すというよう

なことも，まずは仕事を与えるということも考えていったほうが，これから生活保護をも

らう人がだんだん増えてくる中で，大変になってくる可能性もあるだろう。

そんなことを国のほうに提言していくようなこともいいのではないか。働ける人は働い

てもらうのだと，その間に探してもらうのだというやり方も必要なのではないか。こう

言っては悪いけれど，この間は就職活動もしているというのは当然分かるのだけれど，そ

んなことも並行してしたほうがいいのかなと思います。県に言っても仕方がないけれど，

そういうことも考えていかなければいけないのではないかなと思います。

大塚委員長
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ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と言う者あり）

この際，委員各位にお諮りいたします。

ただいま，扶川議員から発言の申出がありました。

この発言を許可いたしたいと思いますが，これに御異議ございませんか。

（「異議なし」と言う者あり ）

それでは，扶川議員の発言を許可いたします。

なお，委員外議員の発言については，議員一人当たり１日につき答弁を含めおおむね

15分とする申合せがなされておりますので，よろしくお願いいたします。

それでは，質疑をどうぞ。

扶川議員

私が発言したいことは浪越委員，達田委員，西沢委員も一部おっしゃいましたが，重

なっているのでちょっと数字的なことをお尋ねします。

先ほど再貸付とおっしゃいましたけれど，再貸付の前に延長貸付がありますね。緊急貸

付があり，延長貸付があり，再貸付まで行く人というのは数としてはとても少ないです

ね。しかも，達田委員もおっしゃったように，緊急小口資金の段階から既にはねられて，

理由が分からない人もたくさんいるわけです。

今回の新制度が十分に需要を満たせたのかと，私は疑問を持っています。意見として申

し上げておきます。だから，この最初に借りられなかった人が救済されているとはちょっ

と思えないところがあるのです。

その点で，達田委員がおっしゃったように，この市間の格差というのはびっくりするほ

ど大きいですね，160倍ですか。徳島市が800世帯，美馬市・三好市が５世帯で160倍です

よね。これはあり得ないです。生活保護の受給者というのは徳島市，三好市，美馬市でど

のぐらいいるか分かりますか。

大塚委員長

小休します。（17時39分）

大塚委員長

再開します。（17時39分）

金丸国保・自立支援課長

扶川議員のほうから，生活保護世帯数についての御質問でございます。

令和２年度におけます被保護世帯数でございますが，まず徳島市につきましては4,731

世帯でございます。美馬市は423世帯となってございます。

扶川議員

大ざっぱに言ったら美馬市は徳島市の１割弱ですよね。それだけ生活困窮者はいるとい

うことです。今回のコロナ禍の中でもそういう困窮者がいたはずです。ということは，そ
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の同じ割合でいくと，例えば徳島市で800世帯が今回対象になるのであれば100世帯ぐらい

あってもいいところが，たった５世帯しかいない。

これはやはり各自治体，市の窓口も含めて広報とか周知とか，あるいは相談の受付のや

り方，それぞれの社会福祉協議会がやっているわけですが，それが十分であったとは思え

ないということを意見として申し上げておきたいと思います。

その関係で数字を，すぐに分からなかったらまた出してほしいのですけれど，全県のそ

れぞれの市町村で，最初にこの特例貸付の緊急小口資金の申請が何件あって，承認された

のが何件か。次に，延長貸付の申請が何件あって，承認されたのが何件か。最後に，再貸

付が何件あって，それが承認されたのが何件か。

すぐに出ないと思いますが，だんだん減っていっているわけですから，それについて自

治体間で非常に大きな格差があるのではないかと，今日教えていただいた数字だけでも感

じますので，後で結構ですのできちんと出していただきたいと思います。

先ほど西沢委員からお話があったけれど，単身世帯で６万円の支給額というのは，郡部

の生活保護受給者の家賃を除いた額の生活費，その他の合計が６万円。徳島市はそれが７

万円ぐらいになるので，ほかの町でもこんなものです。二人世帯も生活保護費とほぼ同等

のお金になっています。

だから，生活保護に誘導するか，その中からこれで何とかつないでもらうという制度で

あって，例えばこれまでの総合支援資金というのは自営業者も含めていろんな人が使えた

でしょう。今回はものすごく限定されていると思うのです。極端に生活保護に該当する程

度の人しか対象としない。

しかし，本当はそれ以外にも需要があるのではないかと，まだまだ困っている人がいる

のではないか。私はそこが一番大きな疑問です。

だから，先ほどおっしゃっていただいた数を見た上で，ほかの人をどう助けていくのか

ということを議論できないかなというふうに思いますので，是非そのあたりの数字を出し

ていただきたいと思いますが，お願いできますか。

蛯原保健福祉政策課長

ただいま扶川議員から，生活福祉資金の総合支援資金の延長貸付の申請数，それから決

定数，それと全体の申請数，決定数。

扶川議員，申し訳ございません，ちょっとお聞きしてよろしいですか。これは最初に幾

らだったかというのは言われたと思うのですけれど，一番当初の月に幾らだったかとか，

そういう話ですか。

扶川議員

ごめんなさい，累計という意味です。

蛯原保健福祉政策課長

各段階で各月の累計ということですか。ちょっとすみません，それについては手元には

今ございません。

（「制度が始まってから現在までの累計でいいです」と言う者あり）
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現在までの累計としましては，緊急小口資金については，申請件数が5,459件，これは

４月末でまとめています。それで，決定件数は4,624件。総合支援資金につきましては，

申請件数が5,159件，決定件数は3,415件となっております。

扶川議員

だから，それを市町村ごとに出してくださいということなのです。それでないと市町村

間の格差の問題というのが，さっき指摘があったようなことが検討できないということで

す。

蛯原保健福祉政策課長

市町村ごとにという扶川議員からの御要望といいますか，資料を出していただきたいと

いうお話がございました。

これにつきましては，基本的に資料の開示というのは県社会福祉協議会がどうするかと

いうのを決める話になりますので，そういう御要望があるというのは伝えていきたいとい

うふうには思っております。

扶川議員

最後に１点だけ，これも達田委員と問題意識は同じなのですけれど，とにかく不承認の

理由が開示されない。

ですから，私も何回も何回も諦めずに頑張りなさいよと発破を掛けて，３度目，４度目

にもらえたという人は，私が世話をした人だけでも３人ほどおりますけれども，全体では

もっとおると思います。あっさり諦めた人と最後まで頑張った人でそんなに差が出てし

まっているのです。

こんな公的資金を使って給付される制度について，このような不公平なことが起こって

は本来いけないはずなので，生活保護なんかはきちんと手引までありまして，客観的に誰

が見ても受けられる人，受けられない人というのは勉強すれば分かります。私みたいな素

人でもほぼ判定できます。

ところが，この生活福祉資金というのは社会福祉協議会に任せられているがために，社

会福祉協議会のほうが厚生労働省に要望したと，私は間接的に聞いていますけれども，不

承認の理由を説明しないでいいような形で制度設計してほしいということが全国的に通っ

てしまっている。

しかし，私が厚生労働省に聞きましたら，それは一応ひな形として出しているけれど

も，不承認の理由を説明しなくていいという部分は削って契約しても別にかまわない，そ

れはそれぞれの県社会福祉協議会の判断でできることだと聞きました。そのあたりを何度

も前の文教厚生委員会でも申し上げましたけれど，県として社会福祉協議会が言っている

からできないではなくて，そういう経過なのですから，保健福祉部長が県社会福祉協議会

に理事で入っているのですから，これはちゃんと開示して説明すべきではないかというこ

とを部長に言っていただいて，それで制度を改善していただきたい。これを最後にお聞き

して，終わります。
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ただいま扶川議員から，貸付不承認の理由の開示について御質問を頂きました。

これまで委員会でも議論がありましたことでございますが，繰り返しになりますけれ

ど，この貸付けにつきましては国が示した様式で，統一的な様式を示されております。そ

れについては，基準はないというお話もありましたが，その統一的な様式を示すというこ

とはそういう運用自体をしていくというひな形が示されているということでございますの

で，県社会福祉協議会としてはこの様式を活用して，その様式自体の中身ですが，貸付不

承認となった場合は理由は開示されないことに同意すると，こういうことをチェックする

部分がございます。それに同意していただいた上で貸付申請を頂き，貸付決定の可否を判

断していくことになっております。

扶川議員

だからそれは違うと，あれはたたき台なのですと，私は厚生労働省に直接聞きましたか

ら，それが示されているからそれが厚生労働省の意思なのだというようなことは言わない

でください。

直接国に確認をして，これを外すことも県社会福祉協議会の判断で可能なのですかと聞

いてください。そうじゃないと言うのだったら，私がもう一遍厚生労働省に聞きますから

教えてください。

大塚委員長

それでは，これをもって質疑を終わります。

以上で，保健福祉部関係の調査を終わります。

これをもって，文教厚生委員会を閉会いたします。（17時49分）
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